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はじめに01
ＪＲ西日本では「中期経営計画２０２２」の見直しに

則り、グループデジタル戦略の一つの軸として「鉄道シ
ステムの再構築」に取り組んでいます。この取り組みの
一環として、ＩｏＴ(Internet of Things：様々なモノを
インターネットで接続する技術)を鉄道環境に適応し、
利活用することを目的に日本信号株式会社と共同でシ
ステムの研究開発を進めてきました。

システムの概要03

現状における課題02
鉄道を安全・安定的に稼働させるためには、各種

設備の状態を日々の検査により確認する必要があり
ますが、鉄道沿線での検査業務において、線路内お
よび近辺での検査では進来してくる「列車と接触す
るリスク」、電気設備の検査では「感電のリスク」、そ
して高所での検査では「墜落のリスク」などが潜んで
おり、常に危険と隣り合わせで実施している現状が
あります。

そのため安全に検査業務を実 施するための体制
確保や事前準備などに多大な人数と時間が必要と
なっており、例えば JR 西日本 管 内における信号 機
（約10,0 0 0箇所）や踏 切設備（約5,40 0箇所）の
検査業務であれば１か所につき年に数回、１回あたり
４～８名体制で、それぞれ１時間程 度を要していま
す。また必要に応じ夜間に実施しなければならない
検査業務も数多くあります（写真１、２）。

（１）ネットワークインフラの整備
①無線通信方式の検討

２０１６年１０月、これまでのマンパワーに頼らざる
を得なかった検査業務をセンサ測定に置き換えるた
め、最初に検討しなければならなかったことは、セン
サ情報をどのように収集するかという課題でした。

設置するセンサ機器が多数あること、また線路
内にしかセンサ機器を設置できない場合があるこ
となどを考慮すると、無線によってセンサ情報を
収集することが最も効率的であるため、開発当時
に実 用化されていた各種無線 通信方式について
検討を実施することとしました。

設置するセンサ機器は、外部電源による電力供給
が可能ではない場合を想定し、内部電池のみで動作
できることを前提としたため無線部分での消費電力
量は極力抑える必要がありました。そのため携帯電
話回線を利用するような消費電力量が大きい方式で
はなく、当時ＩｏＴで主流になりつつあったＬＰＷＡ方
式（Low Power Wide Area：送受信できるデータ量
は小さいが、省電力で遠距離通信を実現する無線通
信方式）で検討を進めることとしました。

各ＬＰＷＡ方式の性能を比較するために鉄道沿線
環境におけるフィールド試験を実施し、一定の無線電
波の到達距離が必要であること、一日あたりの送信
データ数に上限が無いこと、そして自営でネットワー
ク構築できる自由度が大きいことなどからＬｏＲａ
方式 (Long Range：電波法に基づく免許が不要な
920MHz帯を用いるLoRa Allianceの技術)を採用
することとしました（図１）。

②ネットワークの検討
センサ機器からＬｏＲａ方式で収集される測定デー

タを蓄積・利用するためには、データを伝送するための
ネットワークが必要になり、そのネットワーク構築のた
めに携帯電話回線など通信事業者回線を使用すると
当然通信費用などのランニングコストが発生します。

しかしＪＲ西日本においては、鉄道運行に関係する
各種データを伝送するため、鉄道沿線に自営通信網
（光ケーブル・メタルケーブルといった通信媒体、お
よびネットワークに必要な機器）を有しており、この
既存の自営通信網を活用することで、より低コストで
のネットワーク構築が可能であると判断しました。

それによりネットワークインフラ整備のための鉄道
沿線における実工事としては、主にＬｏＲａ方式によ
るセンサ機器からのデータ収集装置であるネット
ワークユニットを約１ｋｍ間隔に設置すること、およ
び既存の通信ケーブルと接続することのみとなり、新
たな通信ケーブルの敷設やネットワーク機器などの
設置を最小限に抑えることができました（写真３）。

ＬｏＲａ方式によるフィールド試験での実測値とし
ては１.５ｋｍ～２.０ｋｍ程度までは有効な電波到達
が確認されましたが、線路のカーブや路盤の高低
差、また鉄道沿線の建造物や金属製である電車線構
造物などが電波伝搬に大きく影響を与えることがわ
かり、電波伝搬条件が最も悪い場合であっても、一定
のＰＥＲ(Packet Error Rate：一定の送信データに対
するエラー率）におさえる必要があることから、設置
間隔は約1km程度と設定しました。写真１：信号機の検査業務 写真２：踏切設備の検査業務 図１：無線通信方式の検討

写真３：ネットワークユニット（NU）
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鉄道沿線設備へのセンサ機器設置、センサ情報を収
集するネットワークインフラ整備、そして情報を蓄積・
管理するクラウド基盤の整備を行うことで、現地に赴か
ずとも事務所など遠隔地から検査結果の確認が可能と
なる、より効率的なメンテナンス手法への転換を目指す
こととしました。

近い将来の労働力不足など社会環境を見越すと、
少人数であっても安全な鉄道サービスを持続的に提供
するためには、早急にこれらのマンパワーに頼って実施
している検査業務を代替させる方法を考えなければな
りませんでした。

この検査業務の代替、つまりメンテナンスのシステム
チェンジのために、

・地上設備の画像取得と処理による検査業務の
　省力化
・車両データ取得による検査業務の省力化
・地上設備のセンサ測定による検査業務の省力化

などの実現に向けた検討を進めてきており、その全て
の共通基盤となりうるＩｏＴ技術を用いたネットワーク
インフラを鉄道沿線に構築するとともに、検査業務を
センサ測定へ置き換えていくことに取り組むこととし
ました。

キーワード メンテナンス、状態監視、IoT、センサ
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なお施工における具体的なネットワークユニット設
置場所については、常時外部電源供給が必要である
ため、踏切付近への設置を基本としています。

またＬｏＲａ方式での通信速度は低速であるため、
送信に多大な時間がかかるような大きいデータ（映
像など）にも対応することができるよう、ネットワーク
ユニット本体に有線接続のインターフェースを設ける
とともに、ネットワークユニットが設置できないよう
な場所でのセンサ機器設置であっても、携帯電話事
業者回線を使用することができるといった、拡張性
を持たせた構成としました（図２）。

　また設置に必要な開発要件として「温度・振動など
鉄道沿線環境に耐えうる性能の実装」、「設置場所の
自由度を高めるための小型化」、「老朽取替頻度を軽
減するための長寿命化」などを設定しました。なおセ
ンサ機器の共通部分であるＬｏＲａ方式の無線通信を
行う基板については小型化の検討を徹底的に実施し、

（２）クラウド基盤の整備
センサ機器から送信されてくるデータの制御や蓄

積、またネットワークユニットと接続するセンサ機器
のセキュリティ確保などを目的とし、クラウド上にネッ
トワークを一元的に管理するサーバを構築することと
しました。具体的な機能は以下の通りです。

①センサ情報蓄積機能
ネットワークユニットが収集した各種センサ情報をサー
バに蓄積

②情報表示装置GUI(Graphical User Interface)機能
サーバに蓄積したセンサ情報や機器設定情報などを情
報表示装置に対し視覚的に表示

③保守端末GUI機能
センサ機器の設置・移設・撤去時などに必要なデータを
入力する保守端末に対し視覚的に表示

④電文変換機能
センサ機器固有のフォーマットであるデータを統一され
たＸＭＬ(eXtensible Markup Language：データ内容
を記載するタグを自由に設定できる共通表記の一種)
フォーマットに変換

図２：ネットワークインフラの構成

写真４：電気融雪機の検査業務

図３：Ｔｒａｉｏのロゴマーク

図４：更なる活用用途

⑤携帯電話端末データ蓄積機能
ネットワークユニットを経由しない携帯電話事業者回線
からのセンサ情報を直接サーバに蓄積

⑥データレイク送信機能
サーバに蓄積したＸＭＬフォーマットのデータを他の
データレイク（ビッグデータの保管場所）に送信

以上のように、基本機能としてクラウド上で各種セ
ンサ機器から送信されてきたセンサ情報を蓄積し、そ
のセンサ情報を情報表示端末で参照することにより
検査業務を置き換えとして活用することとしています
が、センサ機器から緊急性を伴うような異常情報（閾
値を超えている場合や警報情報など）が発せられた
場合については、送信データのヘッダ部分に異常情報
であることを記述することで、クラウド上のサーバに蓄
積すると同時に、情報表示装置に注意を促すアラーム
を表示させる機能も実現しています。

（３）各種センサ機器の開発
検査業務をセンサ測定に置き換える場合、センサ機

器の開発・製造コストも含め、より大きな効果が得ら
れるセンサ機器を選定していく必要があります。

そこでセンサ開発の第一弾として次の3種類のセン
サ機器を選定し開発することとしました。

①閉そく信号機の検査業務（電圧・電流・位相など）
・駅中間に設置しており設備数が多い
・線路内の検査であるため列車と接触するリスクがある

②踏切警報機の検査業務（点滅回数・音圧など）
・列車、通行者、自動車に対する保安要員が必要
・墜落のリスクや踏切強制鳴動処理により歩行者や

自動車との接触リスクがある

③電気融雪機の検査業務（絶縁抵抗・電圧・温度など）
・駅構内の分岐器部分に設置している設備であるた

め、保安要員が多く必要
・冬季の線路内検査であるため列車との接触のリス

クがある（写真４）。

システムの更なる活用04
今回のＪＲ西日本と日本信号株式会社で共同開発し

た鉄道沿線の遠隔監視システム（システム名Ｔｒａｉｏ：
トレイオ）における、具体的な技術検討実施項目とし
ては、以下にまとめることができました（図３）。

・鉄道沿線環境へ対応するための耐環境性
・無線部分を含むセンサ機器の小型化、長寿命化
・既存自営通信網およびネットワークとの親和性
・多種多様なデータに対する拡張性
・システムのセキュリティ対策
・無線通信の信頼性向上

おわりに05
鉄道沿線の遠隔監視システムの開発により、現在は

人が現地で実施している検査業務を、共通基盤となる
ネットワークインフラを構築し、かつセンサ機器を開発
設置することで、各種計測値を自動で測定・収集し検
査業務を代替させることが可能となりました。

特に無線通信においてはその電波の性質上、確実に
情報を伝送することは難しいためＬｏＲａ方式に改良を
加えることで信頼性の向上を図ることとしました。しか
し伝送遅延については、無線部分の信頼性向上のため
の再送要求処理やＩＰ技術を一部で利用しているため、
秒単位ではあるが一定時間の遅延を許容せざるを得ま
せんでした。

そのような条件下ではあるものの、設備状態データ
を確実に入手することができるようになることで、当初
の課題である検査業務のセンサ測定への置き換えだけ
ではなく、他の用途にも活用できる可能性が出てくるこ
ととなりました。

例えば、セキュリティ対策としてネットワークユニット
とカメラを有線接続することで、通信費用不要の監視
カメラ（防犯カメラ）としての活用、設備の検査業務だ
けではなく鉄道沿線の状態監視としての活用、そしてお
客様サービスとしての様々な潜在需要などに対応してい
くことが可能となります（図４）。

十円硬貨３枚程度の大きさで実現することができまし
た。

今後はセンサ開発の第二弾として、転てつ器ロック
モニタセンサ、踏切遮断機監視センサ、踏切制御子電
圧監視センサなどの開発に順次取り組むこととしてい
ます。

今後は、これまでのＴＢＭ（Time Based Maintenance）
と呼ばれる周期的なメンテナンス手法から、AIなどの
活用で故障の予兆把握を行うことによる機器の状態に
応じたメンテナンス手法であるＣＢＭ（Condition 
Based Maintenance）への転換にも活用できるよう、
継続的に検討を進めていきます。

ご相談・問い合わせは下記リンク先からお願いします。
【https://www.westjr.co.jp/company/action/technology/vision/techweb/company01.html】
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